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(57)【要約】
【課題】表示装置の表示パネルに位置ずれや反りが発生
した場合に表示パネルに生じる応力を緩和し、表示ムラ
を軽減する。
【解決手段】表示パネルと、前記表示パネルの下辺の少
なくとも一部に当接する支持部材と、前記支持部材を介
して前記表示パネルの下辺を支持する第１の部材を有す
るパネルホルダと、を有する表示装置であって、前記支
持部材は、その一部が前記第１の部材に対し相対移動す
ることにより、前記表示パネルが変形した場合に、それ
に追従して変形する弾性体である表示装置。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示パネルと、
　前記表示パネルの下辺の少なくとも一部に当接する支持部材と、
　前記支持部材を介して前記表示パネルの下辺を支持する第１の部材を有するパネルホル
ダと、
を有する表示装置であって、
　前記支持部材は、その一部が前記第１の部材に対し相対移動することにより、前記表示
パネルが変形した場合に、それに追従して変形する弾性体である表示装置。
【請求項２】
　前記支持部材には、前記表示パネルに当接する面から前記第１の部材に当接する面に達
しない位置まで形成された、前記表示パネルに当接する面に垂直の切れ込みが少なくとも
１つ設けられる請求項１に記載の表示装置。
【請求項３】
　前記支持部材には、前記表示パネルの表示面に平行の一方の面から他方の面に達しない
位置まで形成された、前記表示パネルに当接する面に垂直の切れ込みと、前記表示パネル
の表示面に平行の他方の面から一方の面に達しない位置まで形成された、前記表示パネル
に当接する面に垂直の切れ込みと、が交互に設けられる請求項１に記載の表示装置。
【請求項４】
　前記切れ込みを形成する面は、前記表示パネルの表示面に垂直である請求項２に記載の
表示装置。
【請求項５】
　前記切れ込みを形成する面は、前記表示パネルの表示面に対し斜めの角度をなす請求項
２に記載の表示装置。
【請求項６】
　前記支持部材は、前記第１の部材に当接する面のうち一部の面で前記第１の部材に固定
されており、前記支持部材のうち前記第１の部材に当接する面が前記第１の部材に固定さ
れていない部分が、前記第１の部材に対し相対移動することにより、前記支持部材が変形
する請求項２～５のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項７】
　前記一部の面は、前記支持部材のうち、前記切れ込みにより分けられる複数の部分のう
ちの一部の部分の有する面である請求項６に記載の表示装置。
【請求項８】
　前記一部の部分は、前記複数の部分のうち前記表示パネルの中央部に近い方の部分であ
る請求項７に記載の表示装置。
【請求項９】
　前記パネルホルダは、弾性部材を介して前記表示パネルの表示面を支持する第２の部材
及び弾性部材を介して前記表示パネルの背面を支持する第３の部材を更に有し、
　前記支持部材は、前記第１の部材に当接する面のうち一部の面で前記第１の部材に固定
されており、前記支持部材のうち前記第１の部材に当接する面が前記第１の部材に固定さ
れていない部分が、前記第１の部材に対し相対移動することにより、前記支持部材が変形
する請求項１に記載の表示装置。
【請求項１０】
　前記支持部材は、前記支持部材と前記第２の部材との間の空間内及び前記支持部材と前
記第３の部材との間の空間内で変形する請求項９に記載の表示装置。
【請求項１１】
　前記第２の部材は、前記支持部材と前記第２の部材との間に一定の空間を確保するリブ
を有する請求項９又は１０に記載の表示装置。
【請求項１２】
　前記第３の部材は、前記支持部材と前記第３の部材との間に一定の空間を確保するリブ
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を有する請求項９～１１のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１３】
　前記支持部材は、複数設けられる請求項１～１２のいずれか１項に記載の表示装置。
【請求項１４】
　前記表示装置は前記表示パネルの表示面に垂直の軸回りに回転可能であり、
　回転により前記表示装置の使用時に下辺となり得る前記表示パネルの辺が複数あり、
　前記支持部材は、前記下辺となり得る複数の辺に設けられている請求項１～１３のいず
れか１項に記載の表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表示装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶パネルや有機ＥＬ（エレクトロルミネッセンス）パネル等の表示パネルは、薄膜デ
バイスが形成された２枚のガラス基板の間に液晶や有機発光素子等の表示素子を設けたも
のである。
　表示パネルを具備する画像表示装置は、前記表示パネルが収納され又は接着される金属
製のケースが表示面と反対側に配置され、表示面側は金属製のフレームで覆う構成になっ
ている。
【０００３】
　表示パネルが液晶パネルである画像表示装置は、液晶パネルと、この液晶パネルを照明
するバックライト、バックライトからの光を集光する光学シート類を備えている。これら
の部材は、液晶パネルの背面側に、光学シート類、バックライトの順番で配置されている
。液晶パネルと光学シート類との間に一定の空間を保つ目的、及び液晶パネル自体を保持
する目的から、液晶パネルの周囲と表示領域の外側の背面を覆うように樹脂製のパネルホ
ルダが配置されている。また、液晶パネルの前面側には金属製のフレームが配置される。
液晶パネルは、前記パネルホルダと前記フレームとの間に、クッション等の弾性体を介し
て、狭持されている。
【０００４】
　画像表示装置の構造について液晶パネルを備えた画像表示装置を例に図１６を用いて説
明する。
　表示パネル２０が液晶パネルの場合、カラーフィルタ基板２０ａ、ＴＦＴ基板２０ｂの
薄膜デバイスが形成されたガラス基板により構成される。表示パネル２０はこれらの基板
が封着された状態で大型マザーガラス基板を切断して得られる。切断はダイヤモンドカッ
ターを用いてスクライブ及びブレークによって行われるため、ガラス基板の端面はバリ２
０ｃが生じる。有機ＥＬ等の表示デバイスもガラス基板で構成されているため、同様の現
象が起こりうる。
【０００５】
　画像表示装置を直立させたとき、表示パネル２０の下端がパネルホルダ３０における表
示パネル２０の下端を支持するパネル支持部３０ａに接触している。このとき、表示パネ
ル２０の自重とバリ２０ｃの影響により、表示パネル２０の下端がパネル支持部３０ａに
引っ掛かることがある。画像表示装置の運搬時の衝撃や外力等の何らかの理由により表示
パネル２０がパネルホルダ３０上で移動することがある。表示パネル２０が移動すると、
クッションとの位置関係が変化して表示パネル２０に局所的な力が加わり表示パネル２０
が変形し局所的に応力が生じた状態になることがある。上記の引っ掛かりがあると、移動
した表示パネル２０が引っ掛かりのために移動する前の元の位置に戻ることができなくな
り、表示パネル２０が局所的に変形したままになることがある。また表示パネル２０の加
工方法によっては、バリはなくとも表示パネル２０の端面とパネル支持部３０ａでの摩擦
係数が高い状態になり、引っ掛かりが生じることがある。引っ掛かることで生じた応力は
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、引っ掛かりが外れない限り解放されない。液晶パネルの場合、応力を受けることで液晶
の配向が乱され、電圧印可制御が精度良く行えなくなる。そのため、表示パネル２０の応
力が生じている位置において局所的に表示画像の輝度均一性や色度均一性が低下する。こ
れらを表示ムラと称する。表示ムラは前述したとおり、表示パネル２０のバリ２０ｃがパ
ネル支持部３０ａに引っ掛かることによりパネル支持部３０ａ近傍に生じることがある。
また、その他の位置でも、局所的に応力集中した場合に表示ムラが発生する。これらを回
避するために、表示パネルに加わる応力を一時的に軽減する構造が提案されている（特許
文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－２０４３５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　表示パネル２０は取扱いによる振動や外力等の使用条件により若干表示パネル２０の位
置がずれることがある。また、表示パネル２０の使用環境、例えば、周囲の温度若しくは
湿度が変化した際に表示パネル２０の四隅で反りが発生する。これは表示パネル２０の前
面と背面に貼り付けられた偏光板の特性によるものであり、前面と背面の偏光板の膨張率
や収縮率が異なったり、膨張及び収縮方向が異なったりすることで、表示パネル２０に反
りが発生する。このように表示パネルの移動や反りにより、一旦引っ掛かりが外れても、
パネル支持部３０ａでまた新たに引っ掛かりが発生する場合がある。また、僅かながら引
っ掛かりが発生した際、表示パネル２０へより応力集中が発生しやすい状態となり、表示
ムラが生じるという課題があった。
【０００８】
　そこで、本発明は、画像表示装置の表示パネルに位置ずれや反りが発生した場合に表示
パネルに生じる応力を緩和し、表示ムラを軽減することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、表示パネルと、
　前記表示パネルの下辺の少なくとも一部に当接する支持部材と、
　前記支持部材を介して前記表示パネルの下辺を支持する第１の部材を有するパネルホル
ダと、
を有する表示装置であって、
　前記支持部材は、その一部が前記第１の部材に対し相対移動することにより、前記表示
パネルが変形した場合に、それに追従して変形する弾性体である表示装置である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、画像表示装置の表示パネルに位置ずれや反りが発生した場合に表示パ
ネルに生じる応力を緩和し、表示ムラを軽減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】実施例１の画像表示装置を模式的に示した分解斜視図
【図２】実施例１の表示パネルをバックライトユニットに組み込んだ状態を示す図
【図３】実施例１の表示パネルをバックライトユニットに組み込んだ状態を示す図
【図４】実施例１の表示パネルが反った状態でのバックライトを示す斜視図
【図５】実施例１のパネル保持部材が表示パネルの反りに追従する状態を示す図
【図６】実施例１のパネル保持部材の形状バリエーションの例を示す図
【図７】実施例２の表示パネルが反った状態でのバックライトを示す斜視図
【図８】実施例２のパネル保持部材が表示パネルの反りに追従する状態を示す図
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【図９】実施例２のパネル保持部材の形状バリエーションの例を示す図
【図１０】実施例３の表示パネルをバックライトユニットに組み込んだ状態を示す図
【図１１】実施例３の表示パネルが反った状態でのバックライトを示す斜視図
【図１２】実施例３のパネル保持部材が表示パネルの反りに追従する状態を示す図
【図１３】実施例４の表示パネルが反った状態でのバックライトを示す斜視図
【図１４】実施例５の表示パネルの保持構造を示す斜視図
【図１５】実施例５の画像表示装置の正面図
【図１６】従来の画像表示装置における表示パネルのパネル保持部を示す拡大図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
（実施例１）
　以下、図面に基づいて本発明に係る実施例１について説明する。
　図１は実施例１に係る画像表示装置の全体を模式的に示した分解斜視図である。
　画像表示装置１はフレーム１０、表示パネル２０、パネルホルダ３０、光学シート４０
、反射シート５０、基板６０、ケース７０を含んで構成される。フレーム１０は金属を用
いることが多く、プレス加工や機械加工により形成されるが、樹脂成型された構成でもよ
い。パネルホルダ３０は樹脂成型されたものが好適であるが、金属材料で形成されてもよ
く、光学シート４０から一定の空間を保つように表示パネル２０を保持し収納する。
【００１３】
　光学シート４０は複数のシートから構成され、光源６１と表示パネル２０の間に配置さ
れる。
　光学シート４０は光源６１からの光を透過させる際に拡散、若しくは集光する。
　反射シート５０は光源６１からの光を表示パネル２０の方向へ反射する。
　基板６０にはＬＥＤ（Light Emitting Diode）やＣＣＦＬ（Cold Cathode Fluorescent
 Lamp）等の光源６１が実装される。なお、バックライト方式には直下型やエッジライト
型があるが、いずれの方式にも本発明の構成は適用できる。
　ケース７０は光学シート４０、反射シート５０、及び基板６０を収納する。パネルホル
ダ３０、光学シート４０、反射シート５０、基板６０、及びケース７０によりバックライ
トユニット８０が構成され、バックライトユニット８０により表示パネル２０が背面から
照明される。
【００１４】
　図２は、本発明の実施例１に係る表示パネルをバックライトユニットに組み込んだ状態
を模式的に示した斜視図である。ただし図２において、フレーム１０は不図示としてある
。図３は、図２のＡ－Ａ’断面を示す図である。
　図２、図３に示すように、表示パネル２０はパネル支持部材３１、背面弾性体３５、前
面弾性体３６によって保持されている。
　パネル支持部材３１は、表示パネル２０の下端部（下辺）に当接し、これを支持する位
置に配置され、表示パネル２０の下辺を２箇所で支えている。
　パネル支持部材３１は、表示パネル２０と接する面と反対側の面が、パネルホルダ３０
（第１の部材）に固定されている。固定には、両面テープ３３が用いられる。
【００１５】
　パネル支持部材３１は、ゴムやウレタン発泡体等の弾性体を用いて構成される弾性部材
である。一般的に、ゴムやウレタン発泡体等の弾性体は圧縮した場合に圧縮残留歪が生じ
る。表示パネル２０の重量によってパネル支持部材３１に圧縮残留歪が生じても、表示パ
ネル２０の位置が画像表示装置１に対して大きくずれてしまわないよう、パネル支持部材
３１の弾性率や厚さや長さ等を決定する。厚さは表示パネル２０の重量を支える方向の寸
法、長さは表示パネル２０の下辺に反った方向の寸法である。パネル支持部材３１の幅（
表示パネル２０の厚さ方向の寸法）は、表示パネル２０がパネル支持部材３１から脱落し
ないように決定される。すなわち、フレーム１０とパネル支持部材３１との間に確保され
る前面空間２５、パネルホルダ３０とパネル支持部材３１との間に確保される背面空間２
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６が、表示パネル２０の厚さよりも小さくなるように決定される。パネル支持部材３１は
、パネルホルダ３０よりも弾性率の低い材質とすることができる。
【００１６】
　パネル支持部材３１には、切れ込み３２が複数設けられている。切れ込み３２は、表示
パネル２０を支持するパネル支持部材３１の面に垂直な方向、かつ、表示パネル２０の表
示面に垂直な方向に設けられている。
【００１７】
　表示パネル２０が収納されるフレーム１０とパネルホルダ３０との隙間は、表示パネル
２０の反り量よりも大きくとる。表示パネル２０の反り量は、前述したように、表示パネ
ル２０の温度若しくは周囲の湿度によって変化する。従って、想定される表示パネル２０
の温湿度範囲のうち、表示パネル２０が最も反る状態を想定してフレーム１０とパネルホ
ルダ３０との隙間を設定する。これにより、表示パネル２０が反っても、フレーム１０、
パネルホルダ３０との接触による反りの抑制を回避でき、反りが抑制されることによる表
示パネル２０の応力の発生を抑制できる。
【００１８】
　背面弾性体３５は、表示パネル２０の裏面側（背面側）に配置され、パネルホルダ３０
（第３の部材）に固定されている。前面弾性体３６は、表示パネル２０の表示面側に配置
され、フレーム１０（第２の部材）に固定されている。背面弾性体３５、前面弾性体３６
の材質は、ゴム発泡体やウレタン発泡体等の弾性体を用いる。表示パネル２０が反ると、
反り方向によって背面弾性体３５、前面弾性体３６のいずれかが圧縮されることになる。
このとき、表示パネル２０に表示ムラの原因となる応力が生じないよう、背面弾性体３５
、前面弾性体３６の弾性率、幅及び長さ（表示パネル２０の面に沿った方向の寸法）、厚
さ（表示パネル２０の厚さ方向の寸法）を決定する。
　また、背面弾性体３５、前面弾性体３６のうち少なくとも一方は、粉塵、液滴等の異物
がバックライトユニット８０内に侵入しないよう、表示パネル２０の全周にわたって配置
されることが好ましい。
【００１９】
　図４は、本発明の実施例１に係る表示パネルが反った状態でのバックライトを模式的に
示した斜視図である。図４においてフレーム１０は不図示としてある。図４において、表
示パネル２０は表示面側が凹となるように反った状態を示している。
【００２０】
　図５は、本発明の実施例１に係るパネル支持部材３１が表示パネル２０の反りに追従し
て変形する様子を模式的に示した図である。図４と同様、表示パネル２０が表示面側に凹
となるように反った場合を例示している。
【００２１】
　パネル支持部材３１は複数の切れ込み３２によって部分的に分割され部分的に互いに独
立したブロック毎に変形することができる。つまり、パネル支持部材３１の表示パネル２
０の反り方向の剛性は、切れ込み３２がない場合に比べて小さい。すなわち、表示パネル
２０が変形によりパネルホルダ３０に対して相対移動するのに追従して、パネル支持部材
３１の一部もパネルホルダ３０に対して相対移動することにより、パネル支持部材３１が
変形する。従って、表示パネル２０の下辺にあるバリ２０ｃによってパネル支持部材３１
に表示パネル２０が引っ掛かっている場合、パネル支持部材３１は表示パネル２０の反り
に追従しやすくなる。その結果、表示パネル２０がパネル支持部材３１に引っ掛かった状
態で表示パネル２０が反ったときに表示パネル２０に生じる応力を軽減することができ、
表示ムラを軽減することができる。
【００２２】
　表示パネル２０の反り量は、表示パネル２０の端部に近づくほど大きくなる。従って、
パネル支持部材３１の位置が表示パネル２０の中央に近いほど、表示パネル２０が反った
際のパネル支持部材３１の変形量小さい。表示パネル２０を安定して保持するためには、
パネル支持部材３１は十分な間隔を置いて配置することが望ましい。
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【００２３】
　パネル支持部材３１は、表示パネル２０の下辺のみではなく、周辺のいずれの辺に設け
られていてもよい。また、各辺において複数個所設けられていてもよい。
　パネル支持部材３１、背面弾性体３５、前面弾性体３６の固定は、両面テープ３３でな
くてもよく、接着剤や溶着等いずれの固定方法を用いてもよい。
【００２４】
　図６は、本発明の実施例１に係るパネル保持部材の形状のバリエーションの例を模式的
に示した図である。パネル支持部材３１ａには、切れ込み３２ａが複数設けられている。
切れ込み３２ａは、表示パネル２０を支持するパネル支持部材３１ａの面に垂直な方向、
かつ、表示パネル２０の表示面に対して略４５度の方向に設けられている。表示パネル２
０の反りが一方向の場合、切れ込み３２ａを表示パネル２０の反り方向に対して傾けるこ
とで、パネル支持部材３１ａの表示パネル２０の反り方向の剛性をさらに低減することが
できる。なお、傾ける角度は４５度に限らない。
【００２５】
（実施例２）
　以下、図面に基づいて本発明に係る実施例２について説明する。
　図７は、本発明の実施例２に係る表示パネルが反った状態でのバックライトを模式的に
示した斜視図である。図７においてフレーム１０は不図示としてある。図７において、表
示パネル２０は表示面側が凹となるように反った状態を示している。
　図８は、本発明の実施例２に係るパネル支持部材３１ｂが表示パネル２０の反りに追従
する様子を模式的に示した図である。図７と同様、表示パネル２０が表示面側に凹となる
ように反った場合を例示している。
【００２６】
　パネル支持部材３１ｂには、切れ込み３２ｂが設けられている。切れ込み３２ｂは、表
示パネル２０を支持するパネル支持部材３１ｂの面に垂直な方向、かつ、表示パネル２０
の表示面に垂直な方向に設けられている。
　パネル支持部材３１ｂは、表示パネル２０と接する面と反対側の面のうち、切れ込み３
２ｂによって部分的に分割されたブロックの一方のみがパネルホルダ３０に固定されてい
る。固定には、両面テープ３３ｂが用いられる。
【００２７】
　パネル支持部材３１ｂの部分的に分割されたブロックの他方は、パネルホルダ３０に対
し固定されていない。そのため、パネル支持部材３１ｂの表示パネル２０の反り方向の剛
性は、切れ込み３２ｂがない場合に比べて小さく、また切れ込み３２ｂがあるが各ブロッ
クともパネルホルダ３０に固定されている場合に比べても小さい。従って、表示パネル２
０の下辺にあるバリ２０ｃによってパネル支持部材３１に引っ掛かっている場合、図８に
示すように、パネル支持部材３１ｂは表示パネル２０の反りに追従しやすくなる。その結
果、表示パネル２０がパネル支持部材３１ｂに引っ掛かった状態で表示パネル２０が反っ
たときに表示パネル２０に生じる応力を軽減することができ、表示ムラを軽減することが
できる。
　表示パネル２０の反り量は、表示パネル２０の端部に近づくほど大きくなる。従って、
両面テープ３３ｂによるパネル支持部材３１ｂの固定は、表示パネル２０の中央に近い側
であることが好ましい。
【００２８】
　図９は、本発明の実施例２に係るパネル保持部材の形状バリエーションの例を模式的に
示した図である。パネル支持部材３１ｃには、切れ込み３２ｃが複数設けられている。切
れ込み３２ｃは、表示パネル２０を支持するパネル支持部材３１ｃの面に垂直な方向、か
つ、表示パネル２０の表示面に対して垂直な方向に、表示面側から又は背面側から交互に
設けられている。
【００２９】
　パネル支持部材３１ｃの切れ込み３２ｃによって部分的に分割されたブロックの一部が
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、表示パネル２０の表示面と平行の面に貼られた両面テープ３３ｃによってパネルホルダ
３０に固定されている。パネル支持部材３１ｃの部分的に分割された他のブロックは、パ
ネルホルダ３０に対し固定されておらず、かつ複数の切れ込み３２ｃによって分割されて
いる。従って、パネル支持部材３１ｃは表示パネル２０の反り方向の剛性が小さく、表示
パネル２０の反りに追従する。その結果、表示パネル２０がパネル支持部材３１に引っ掛
かった状態で表示パネル２０が反ったとき表示パネル２０に生じる応力を軽減することが
でき、表示ムラを軽減することができる。
【００３０】
（実施例３）
　図１０は、本発明の実施例３に係る表示パネルをバックライトユニットに組み込んだ状
態を模式的に示した斜視図である。ただし図１０において、フレーム１０は不図示として
ある。図１０のＡ－Ａ’断面図は図３と同様である。図１０において、図２との相違点は
、パネル支持部材３１に切れ込み３２が設けられていない点である。その他の基本的な構
成は図１、図３に示す構成と同様である。
　図１１は、本発明の実施例３に係る表示パネルが反った状態でのバックライトを模式的
に示した斜視図である。図１１においてフレーム１０は不図示としてある。図１１におい
て、表示パネル２０は表示面側が凸となるように反った状態を示している。
【００３１】
　図１２は、本発明の実施例３に係るパネル支持部材３１が表示パネル２０の反りに追従
する様子を模式的に示した図である。図１２（Ａ）は表示パネル２０の表示面側から見た
図、図１２（Ｂ）は表示パネル２０を上から見下ろした図である。図１１と同様、表示パ
ネル２０が表示面側に凸となるように反った場合を例示している。
【００３２】
　パネル支持部材３１は、パネルホルダ３０との間に背面空間２６を確保し両面テープ３
３で固定されている。両面テープ３３によりパネルホルダ３０に接着されているパネル支
持部材３１の範囲を固定部３２０と称する。両面テープ３３の長さ（表示パネル２０の表
面水平方向に沿った長さ）、は、パネル支持部材３１の長さ（表示パネル２０の表面水平
方向に沿った長さ）の１／３～５／８程度とする。両面テープ３３はパネル支持部材３１
の底面中央部に固定される。パネル支持部材３１の両端部は、両面テープ３３で固定され
ていないため、表示パネル２０の反りに合わせて屈曲（変形）することができる。つまり
、パネル支持部材３１の表示パネル２０の反り方向の剛性は、パネル支持部材３１が底面
の全面でパネルホルダ３０に固定される場合に比べて小さい。なお、パネル支持部材３１
が、パネル支持部材３１の前後に設けられる前面空間２５と背面空間２６の空間内で変形
して屈曲することが可能であれば、パネル支持部材３１の底面部における両面テープ３３
の大きさはこれに限らない。パネル支持部材３１が表示パネル２０の反り方向に追従して
変形可能であれば、底面部の全面又は全面に近い範囲を両面テープで固定する構造でも構
わない。
【００３３】
　パネル支持部材３１は、上記の底面部の固定範囲を小さくすることに加えて前面空間２
５と背面空間２６を設けることで、表示パネル２０の反りに合わせて屈曲することが可能
となる。従って、表示パネル２０の下辺にあるバリ２０ｃによって表示パネル２０がパネ
ル支持部材３１に引っ掛かっている場合、表示パネル２０の反りに追従して変形しやすい
。
　この結果、表示パネル２０が引っ掛かった状態で反り変形した場合に表示パネル２０に
生じる応力を軽減することができ、表示ムラを軽減することができる。
【００３４】
（実施例４）
　以下、図面に基づいて本発明に係る実施例４について説明する。
　図１３は、本発明の実施例４に係る表示パネルが反った状態でのバックライトを模式的
に示した斜視図である。図１３（Ａ）は表示パネル２０の表示面側から見た図、図１３（
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Ｂ）は表示パネル２０を上から見下ろした図である。図１３においてフレーム１０は不図
示としてある。図１３において、表示パネル２０は表示面側が凸となるように反った状態
を示している。
【００３５】
　実施例３の構成において、パネル支持部材３１が、接着時の誤差や経年劣化により背面
側又は前面側に移動し屈曲するスペースが無くなってしまうと、パネルの反りに追従して
パネル支持部材３１が屈曲できないため、表示ムラの原因となる。そこで、実施例４では
、パネル支持部材３１が確実に屈曲可能な空間を維持できる構造とした点が実施例３と異
なる。
【００３６】
　リブ２７は、パネルホルダ３０とパネル支持部材３１との隙間に配置する。リブ２７の
厚みは、背面空間２６と同等で先端がＲ形状である。リブ２７は、単独部品でも良いが、
パネルホルダ３０の成形品にリブ加工した構成でも構わない。パネル支持部材３１は、リ
ブ２７に接触させて配置する。リブ２７は、リブ２７の中心位置が、固定部３２０の端面
（表示パネル２０の表面水平方向の端部）と同じ位置になるように配置する。これにより
、表示パネル２０の反りが発生した場合にリブ２７が支点となりパネル支持部材３１は、
表示パネル２０の反りに合わせて屈曲し易くなる。
【００３７】
　さらに、リブ２７のために、パネル支持部材３１とパネルホルダ３０の間に設けられた
背面空間２６に、リブ２７の大きさに応じた適正な空間が保たれる。リブ２７を背面空間
２６に配置する例を示したが、リブ２７は前面空間２５に配置しても良いし、前面空間２
５と背面空間２６の両方に配置しても良い。
【００３８】
　実施例４によれば、リブ２７により、パネル支持部材３１が屈曲するための前面空間２
５と背面空間２６をより確実に確保することが可能となるとともに、リブ２７が支点とな
ってパネル支持部材３１が屈曲しやすくなる。これにより、パネル支持部材３１は、表示
パネル２０の反りに合わせて変形することが容易となり、表示パネル２０が反ったときに
表示パネル２０に生じる応力を軽減することができ、表示ムラを軽減することが可能とな
る。
【００３９】
（実施例５）
　以下、図面に基づいて本発明に係る実施例５について説明する。
　実施例５は、上述した実施例３、実施例４の構成において、パネル支持部材３１の構造
を表示パネル２０の短辺方向にも設けた点に特徴がある。
　図１４は、本発明の実施例５に係る表示パネル２０の保持構造を示す斜視図である。
　表示パネル２０の使用環境、周囲の温度若しくは湿度が変化した際に表示パネル２０の
四隅で反りが発生する。上述した実施例１、実施例４の構成によれば、表示パネル２０の
底面側（下辺側）になる長辺方向は、表示パネル２０の長辺方向に沿った反りに追従しパ
ネル支持部材３１が屈曲することが可能となるが、短辺方向に反りが発生した場合、同様
の効果が得られない。そこで、図３に示す断面Ｅ－Ｅの構造と同等の構造を短辺方向に設
け、断面Ｄ－Ｄにおいても図３に示す構造が存在するようにする。この構造は、表示パネ
ル２０を表示面側から見た場合に図１２（Ａ）や図１３（Ａ）と同様であり、表示パネル
２０を図１４で左から右へ表示面に沿って水平方向（Ｘ方向）に見た場合に図１２（Ｂ）
や図１３（Ｂ）と同様であるとする。なお、図１４において、表示パネル２０の長辺方向
をＸ方向、短辺方向をＹ方向としている。
【００４０】
　図１５（Ａ）及び図１５（Ｂ）は、本発明の実施例５に係る画像表示装置の正面図であ
る。
　また、図１５（Ａ）において、画像表示装置は短辺方向（Ｙ方向）が縦、長辺方向（Ｘ
方向）が横になるよう設置されている。この時、重力方向は－Ｙ方向となる。画像表示装
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置をこのように使用する場合としては、例えば１６：９等の横長の画角の画像を観察する
場合である。観察する画像によっては、画像表示装置を縦長で使用する場合がある。画像
表示装置には、画面に垂直の軸回りに画面を回転させることが可能なピボット機能を有す
るものがある。図１５（Ｂ）は、ピボット機能を使用して画像表示装置の短辺方向（Ｙ方
向）が横、長辺方向（Ｘ方向）が縦になるように設置した場合を示す。この時、重力方向
はＸ方向である。
【００４１】
　画像表示装置を横長で使用する場合、図１４の－Ｙ方向で表示パネル２０の自重がかか
るので、これを支えるように、長辺方向のパネル支持部材３１が図１４で表示パネル２０
の下辺側に配置される。ピボット回転により図１４で時計回りに画像表示装置を回転させ
て縦長で使用する場合、図１４のＸ方向で表示パネル２０の自重がかかるので、これを支
えるように、短辺方向のパネル支持部材３１が図１４で表示パネル２０の右辺側に配置さ
れる。
　実施例５の構成によれば、ピボット機能により回転可能な画像表示装置において、横長
使用時も縦長使用時も表示むらを抑制できる。
【符号の説明】
【００４２】
１：画像表示装置、２０：表示パネル、３０：パネルホルダ、３１：パネル保持部材、３
２：切れ込み、２５：前面空間、２６：背面空間、３２０：固定部、３３：両面テープ、
３５：背面弾性体、３６：前面弾性体

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】
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